チャランケ通信　第163号　2017年2月13日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　トランプ政権発足から3週間余、23本の大統領令に注目!
　このところの話題と言えば、アメリカのトランプ大統領に絡んだものが多く、先週の10日からの安倍総理との日米首脳会談も大きく取り上げられ、いささか食傷気味ではある。

　そうはいっても、ドルを基軸通貨とする覇権国家的な性格を持つアメリカの動きは、やがて日本にも大きな影響を及ぼしてくるわけで、最近の大統領令の頻発から目が離せない。永年アメリカの政治経済をウオッチしてきた双日総研の吉崎達彦氏が発刊している「溜池通信vol.610」(2017年2月10日刊)によれば、3週間たったトランプ大統領は23本もの大統領令を出しているという。この中には、今司法の場でも激しく争っている「イスラム圏7か国からの入国一時停止」という決定も含まれており、今後の行方が注目される。もっとも、オバマの政権が移行した際には、もっと数は多かった(同じ期間で29本)わけで、数からみて必ずしも多いとは言えないようだ。
あまりにも激しく司法を攻撃するトランプ氏を見て、トランプ大統領から新たに最高裁判所判事に指名された保守派のニール・ゴーサック氏は、「やる気を失わせる」「残念」等と語ったと言われている。保守派の人材とはいえ、三権分立というアメリカ民主主義の屋台骨は、しっかりしていることを実感させてくれる。
クルーグマン教授、ニューヨークタイムズコラムで金融規制緩和に関する大統領指令を鋭く批判
　そうした大統領令23本の中で、2月3日に発令された「金融システム規制の緩和」という大統領令(Executive Order)に注目すべきことを指摘したのがニューヨーク市立大学のポール・クルーグマン教授である。朝日新聞(2月10日付朝刊)に掲載された(クルーグマンコラム@NYタイムズ)「ペテン師たちの春　金融業界による略奪、再び」を読むと、この「金融システム規制の緩和」が意味するものは、2008年のリーマンショックを受けて、2010年に制定された金融機関強化規制法(ドッド・フランク法)を骨抜きにすることにあるようだ。
という事は、今の金融業界や共和党関係者が強く求めている事と合致している。彼らは、このドッド・フランク法が、金融機関は自分の多額の手数料を得られるような投資に誘導してはならず、預金者の利益を最優先に行動するよう求めてきたことを変えて、再び自分たち金融機関が利益相反と言われるような「略奪」行為が可能にしようとしていると厳しく批判をしている。そのことは、トランプ大統領が任命した国家経済会議(NEC)議長に起用したのが金融大手ゴールドマン・サックス幹部のゲーリー・コーン氏であり，彼はこの規制を批判しているのだ。

日本の、ある金融機関系のシンクタンク専門家は歓迎とは!?
　私が、この大統領令を詳しく見たのは野村総研の「内外市場動向メモ」(未来創発センター主席研究員　大崎貞和　2月6日通巻第296号)であったが、この大崎研究員の分析によれば、「今回の大統領令に関して言えば、その内容は極めて常識的なものであり市場や金融システムに対して直ちにネガティブな影響を及ぼすものとは考えられない」「当局が、今までよりも柔軟な考え方を取るのであれば、日本にとっても歓迎すべきことと言えるのではないだろうか」とまで言い切っている。

先のクルーグマン教授の指摘とは180度異なるものだが、一体われわれはどちらの指摘が問題の本質をついているのか、しっかりと考えるべきだろう。私自身の判断は、言うまでもなく金融大資本の求める改悪へと第一歩を踏み出したように思える。もう一度、あのリーマンショックに連なるような金融危機が、再び繰り返される危険性を強く感じさせてくれたクルーグマン氏のコラムであった。こうした金融資本に対する規制緩和の動きが、今後どのように展開されるのか、日本への影響も含めてしっかりとウオッチしていく必要がある。少なくとも、金融資本の傘下にあるシンクタンク関係者の分析には、「利害関係者としての判断というバイアス」をよくよく考えて行く必要がありそうだ。
書評:権丈善一著『ちょっと気になる医療と介護』(勁草書房刊)         
　以下、私の最も信頼する権丈善一慶応義塾大学教授の書かれた最新の著書である『ちょっと気になる医療と介護』の書評を掲載することとしたい。
この本が出るまでの背景と、権丈先生の今回の著書の位置づけ
著者である権丈善一氏は、現在慶應義塾大学商学部の教授で、社会保障が専門である。1962年生まれで福岡県出身、現在55歳。2008年の社会保障国民会議、さらには2013年には社会保障制度改革国民会議をリードされ、社会保障改革の実現に向けて大きな力を発揮され今日に至っている。いまや、権丈教授を抜きに、今日の社会保障政策は語れないほどの大きな存在であることは、周知の事実であろう。
　その権丈教授が、昨年の1月20日に『ちょっと気になる社会保障』という著書を勁草書房から出版され、大変好評であり増補版が今月21日に出版される予定になっている。今回はそれに引き続いて『ちょっと気になる医療と介護』を1月20日、同じく勁草書房から出版された。前著から、ちょうど1年たっての出版であり、われわれ権丈ファンからすれば、今か今かと待ち遠しい出版の実現となった。是非とも、一人でも多くの方たちに読んでほしい一冊であり、前著と同様、「教えるための入門書」の第2冊目の登場である。
と同時に、権丈教授の書かれた著書で言えば、2015年12月31日に慶應義塾大学出版会から「再分配政策の政治経済学シリーズ」の第Ⅵ巻、第Ⅶ巻である『医療介護の一体改革と財政』『年金、民主主義、経済学』が出されている。権丈教授はこれら２冊を航空母艦と位置づけられ、そこから飛び立つ戦闘機として、『ちょっと気になる社会保障』は位置づけられていたのであるから、今回の書『ちょっと気になる医療と介護』は「航空母艦に対応する２機目の戦闘機」というところなのかもしれない。是非とも、戦闘機の素晴らしい性能（切れ味）を堪能された方には、この重厚な二隻の航空母艦も読まれる事をお勧めしたい。さらには、シリーズのⅠ～Ⅴ巻にも挑戦されれば、理解はもっと充実したものとなろう。
　前著が、社会保障に対する基本的な捉え方とともに、権丈教授が力を注いでこられた「社会保障の教育推進に関する検討会」の座長をされ、年金制度が一番間違った理論が流布していると感じておられたからだろう、主として年金にウエイトが置かれていた。この本のなかで強調されていた年金問題を考える上での基礎、Output is centralという考え方については、（やさしい経済学）「公的年金保険の誤解を解く」『日本経済新聞』（2016年12月22日～2016年12月30日）で、分かりやすく解説されているので、是非ともご覧になって頂きたい。
　今一番力を入れておられるのが、医療・介護の一体改革
そして、今回の本では教授が今一番力を入れるべき課題だと考えられている「医療・介護」問題がメーンテーマとなっている。というよりも、世界一の高齢社会に突入した日本において、社会保障・税一体改革の中で「地域包括ケア」の実現こそが最大の問題であり、医療・介護の提供体制の改革問題に中心が当てられている。特に、団塊の世代が総て７５歳以上になり、高齢社会がピークに達する2025年にむけて、病院完結型の急性期医療から地域で治し支える地域完結型医療への改革が急務であることを懇切丁寧に訴えられている。その際、医療の供給体制には日本的特性として、公的分野のウエイトが低く、圧倒的に民間の医療法人が多く、病院完結型から地域完結型への転換が、診療報酬体系の改正といった手段しか持たない政策当局の思い通りにいかなくなっている。そうした日本的な特殊性の下で、その改革に向けての提言がなされているのだが、改革に向けた動きは緒に就いたばかりであり、これからの地域包括ケアの実現に向けた大きな課題が山積していることが解る。
2018年度は医療・介護など制度改革の絶好の時機=「惑星直列」、この著書は絶好のタイミングでの発刊へ
そうした中、医療介護関係者の関心が2018年度に向けられている。なぜなら、この年は診療報酬・介護報酬の同時改定、地域医療構想・介護保険事業（支援）計画のスタートがあり、更には国民健康保険の都道府県化も始まる。この2018年度を、なかなかめったに起こることは無い改革の絶好の機会という思いを込めて「惑星直列」と呼ばれるほどである。この著書は、その時期が目前に来ている絶好の時機に発刊された事にも注目して行きたい。
　もっともこの著書は、そういった社会保障の各論的な分野だけに絞られているものではなく、社会保障をめぐる誤解を解くための様々な論点について、実に解り易く初心者にとって十分理解できるようなものとなっており、是非とも最後まで読み終えて欲しい。
　社会保障を考えるうえで、経済学説をどう捉えるべきか重要
特に、アダムスミス以降の経済学の歴史に言及されながら、社会保障が経済学の歴史の中でどのような位置づけにあり、どのような経済理論に裏打ちされるべきなのか、最終章において解り易く整理されている。そこでは、「セイの法則＝供給は、それ自らの需要をつくる」という考え方を支持するのかどうか、それによって経済学の大きな違いが生まれてくることを指摘さている。詳しくはこの本を読んでほしいのだが、今の主流派を形成している供給サイドに立つ経済学に対する権丈教授の透徹した批判は読む者の心を捉えて離さない。もちろん、需要サイド（有効需要）こそが重要であるというマルサス、ケインズの流れを支持されていることは言うまでもない。
さらに、アダムスミスの時代から現代までの経済・社会の大きな変化に言及され、第一次、第二次産業から第三次産業へと産業構造が大きく転換する中で、生産性の捉え方をどうとらえるべきなのか、とくに医療・介護・教育といったサービスが提供される分野での生産性の捉え方など、時にはマスコミの解説ですら間違えている事の指摘など、社会保障まわりの誤解を解かれていることも指摘しておこう。
社会保障の問題はどこまでも財源調達問題であり、今の財政・金融政策を鋭く批判
さらに社会保障の問題は、どこまでも財源調達問題であり、財源の中でも税と社会保険の違いについて明らかにされる。とりわけ、税による財源調達に依存する事は、財源難を理由に厳しい査定（財務省）が待ち受けており、中・長期的には不安定になり易く、社会保険料の方が経済的な好不況の影響や財政難による削減を受けにくいという事など、制度の安定性を巡る動態的・政治的な分析にも読む者を納得させてくれる。その背景には、「政策は、所詮、力が作るのであって、正しさが作るのではない」という鋭くかつ透徹した見方があると言えよう。そのことは、今はやりのポピュリズムや資本主義的民主主義（金のある資本側の政治的影響力が強くなり易い）の危険性を指摘する事にも連なっている。
また肝腎の財源問題において、政治の怠慢で何時までも財政赤字を累積させておくことが、結果として社会保障を充実させようとしても公債費の増高を招き、今の日本においては「高負担でも中福祉」「中負担では低福祉」しか実現できなくなっていることを厳しく指摘されている。と同時に、世界的ブームとなったトマ・ピケティの『２１世紀の資本』を引用しながら、先進国に追いつき人口減少する日本にとって、成長を支えた耐久消費財の需要は飽和し、模倣ではなく独創的イノベーションはそれほど簡単にできない。それ故、成長は望ましいのだが、かつてのような高成長（3~4％）は無理なのであり、無理に高成長を追い求める現在の財政・金融政策への厳しい批判も展開されている。
最後に権丈教授は、「おわりに」の項で、前著と同様に次のような訴えをされている。
　「この本を手にした人も、できましたらいつの日か、社会保障をもっとよくし、この国をもっと住みやすい社会にするために、社会保障についての正確な理解を、周りの人たちに伝える役回りになってくださることを願ってやみません。」（244~245頁）
権丈教授は、こうした役回りを果たしてくれる人たちを「ポピュリズムと戦う静かなる革命戦士」と呼んでおられ、その人材不足の解消を目指されている。
この著書が、その大きな役割が果たせるよう広く読まれる事を、強く望みたくなる今日この頃である。（2017年2月7日）
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